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研究成果の概要：本研究は、アスベスト（石綿）および牛海綿状脳症（BSE、狂牛病）に関す
る対策を事例として、日本・アジア・欧米における健康リスクの管理・コミュニケーション戦

略の現状についての比較実証分析を実施した。健康リスク管理においては、安全と安心の両者

を実現することが政策目標とされるが、政策選択における科学的知見の用いられ方は多様であ

る。日本、英国、フランス、米国、韓国、マレーシアの石綿関連政策、日本、英国、フランス

および米国の BSE 対策の政策史を記述し、それらの背景となった社会力学と成立した政策と
の関連を検討した上で、国際比較を行った。 
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１．研究開始当初の背景 
本研究で対象とする国々は、健康リスクに
関わる政策課題についての対応が異なって
おり、後述するように、政策機能・政策過程
の規定要因を説明変数としてその差異を検
討する実証的比較研究は未開拓の分野であ
る。種々の事例、それらの実態また実効性を
リスク管理・コミュニケーション政策という
主軸のもとに比較分析すること、また同一問
題に関する政策・社会過程を国際的に比較す
ることにより、普遍性・妥当性の高い知見が

得られ、大きな学術的発展が期待される。 
 どのような社会集団の利益・選好がどのよ
うな過程を経て政策に具現化されるか。政策
評価は、技術的判断、政治的満足、また市民
参加や民主的価値の実現など複数の評価軸
を有するが、それらはどのように実施・制度
化されているのか。政策判断が遡及的に見る
と近視眼的であったり、利益誘導・顧客志向
型決定によっていた場合、政策決定は正当化
され得るか、また負のコストは社会がどのよ
うに負担すべきかといった問題に答える。潜
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在的問題を発見し、政策課題を責任の所在と
可能な解決策とセットで提示する問題構築
（issue building）と課題設定（agenda 
setting）の両過程の分析も必須である。 
 
２．研究の目的 
本研究は上述のように、これまで十分行わ
れてこなかった健康リスク管理（政策）分野
での実証的政策研究を進める。本研究は特に、
アスベスト（石綿）および牛海綿状脳症（BSE、
狂牛病）に関する対策を事例として、日本・
アジア・欧米における健康リスクの管理・コ
ミュニケーション戦略の現状についての比
較実証分析を行うことを目的とする。各国が
政策的試行錯誤の中で得た成功と失敗の経
験を、今後の政策向上のために知識化するこ
とに主眼がある。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究体制、データ収集 
 既存の政策過程研究、リスクコミュニケー
ション研究を総覧した上、環境問題として多
くの国で 1980 年代に対策が採られた「アス
ベスト対策」、また食品・食料安全問題とし
て現在も重要な政策課題である「狂牛病
（BSE）対策」の 2 事例につき、統計資料、
新聞雑誌記事、行政機関・専門委員会審議録
の収集を開始した。基礎的な文献・出版資料
を収集した。また、行政官・専門委員会委員
などを対象とした面談調査を適宜実施した。 
アスベスト対策については、日本、韓国、
米国、英国、仏国、マレーシアの政策を、BSE
対策については、日本、米国、英国、仏国の
政策を主な分析対象とした。 
 問題提示・議論の枠組、比較考量された価
値、議論の直接・間接的参加者、政策決定の
方法に関する検討、中間・事後評価の有無な
ど、政策内容に直接関わる部分と政策決定過
程に関する部分の双方を検討し、問題および
政策過程の類型化を行った。 
 
(2) 分析モデル、方法 
 問題の規模、政治的要因、政策手段の利用
可能性に着目する Kingdon の分析手法を中
心として政策の成立・実施過程を分析した。
健康リスクの管理では、安全と安心の両者を
実現することが政策目標とされるが、政策選
択の開発・決定・実施に際して、科学・技術
的な議論や根拠をどのように用いるかは、政
治判断に委ねられている。科学的言説や科学
的確実性が政策議論の中で用いられる方法
について実証比較を行っている。  
 
４．研究成果 
 研究対象国におけるBSEならびに石綿（ア
スベスト）対策の政策史を記述すると共に、
その社会政治的背景と政策の比較を行った。

合わせて、新型インフルエンザ対策など健康
危機管理におけるリスク管理、コミュニケー
ションのあり方についてのレビューを行い、
それらの戦略性について検討した。 
 
(1) BSEと食の安全問題 
 BSEは、英国において 1985/86年に牛の感
染症として報告された。飼料として用いられ
ていた肉骨粉による感染が疑われたため、
1988年には、その使用が禁止されると共に、
神経学的異常を示す牛（後にはこれが含まれ
る畜群）の屠殺焼却処理が導入された。しか
し、1990 年代に入ってから、牛特定危険部
位の使用禁止（疾患原因となるプリオンタン
パクが含まれていると考えられる脊髄・脳な
どの部位の使用禁止によってヒトの食物連
鎖からのリスク排除を目指した）が決定され
る（1989 年）以前の牛肉を摂取した若年者
が変異型クロイツフェルト＝ヤコブ病を発
症したと報告されるに至る。その結果、牛肉、
また食の安全に関する大きな社会不安を引
き起こした。 
 BSE対策については、（特に欧州において）
各国政府が不十分な政策対応を批判され、ま
た通商に関して国際的争議を惹起した。例え
ば、英国政府は、BSEリスクを十分に市民に
開示し、また国際的に責任ある行動をとらな
かったとして批判の的となり、後年には議会
に調査検証委員会（The BSE Inquiry）が設
置される。仏国政府は当初、BSEを英国の問
題として自国牛（肉）の安全性を謳っていた
が、国内で BSE 症例が発生するに至って大
きな失政と批判される。その後、欧州連合
（EU）またその構成国は、英国産の牛・牛
肉・牛由来製品の禁輸を行ったが、この措置
が真の科学的根拠（また期待される効果）に
基づいたものであったのかは疑問の余地が
あり、国際間の政治的課題となった。 
 
(2) アスベストによる健康被害と対策 
 アスベストによる健康被害の症例報告は
1900年前後から散見され、1930-40年代には
疫学的な研究報告も見られる。英国、フラン
スにおいて政府は、アスベストに関する調査
研究と政策提言を行うことを目的として、ア
スベスト委員会を設けた。しかし、これら委
員会は、石綿産業（後には、石綿産業労働組
合）の代表者を主要メンバーとした半官半民
の組織であり、委員会を通じた補助金による
研究は、課題の選定、結果の公表、政策の提
言の全てにわたって、産業界の意向を反映し
たものとなった。時に、石綿産業従事者の健
康被害が問題となることがあっても、産業界
は市場の安定を、労働者は雇用の安定を優先
して、（その科学的解明を含め）健康問題の
解決を正面から議題とすることを避けてき
た。 



 

 

 健康被害への取り組みが本格化するのは、
問題の拡大、行政機関の改革といったいくつ
かの条件が整った後である。すなわち、労働
者・一般市民への脅威として健康被害が社会
問題化して政治課題となること、また、リス
ク評価機関、政策提言・実行機関が産業界か
ら分離されることが必要であった。米国、フ
ランスでは、疾病を発症した労働者から企業
体を裁判に訴えてその責任を問う運動が盛
んになる。時代の背景として、石綿産業が
徐々に経済的重要性を減じていたことも見
逃せない。しかし、アスベストへの曝露から
疾病の顕在化迄の期間が長いため、被害者対
策・補償を包括的に制度化する際、産業部門
は既に衰退し、あるいはかつての企業が存在
しないという状況を迎えた。従って、こうし
た制度を支える基盤は一般財源に求められ
ることとなった。 
 
(3) 考察 
 各国の石綿およびアスベストに関する規
制・健康被害の予防（抑止、補償）政策を検
討すると、複数の共通点が明らかとなる。健
康被害が顕在化しない、もしくは顕在化早期
の段階においては、当該産業と（整備不十分
な）規制機関との間に密接な関係が存在する
こと、健康被害・有害性の否定、被害が拡大
すると問題は医学（問題）化されて専門家集
団・政府機関が関与し始める、市民は危険を
理性的に理解して対応することが難しいと
の認識があり科学的知見に依拠しない安心
対策が採られがちである、メディアは徐々に
問題に関心を示し政府（政策）の失敗に着目
する、規制機関の整備と経済的利益集団（産
業）からの乖離の必要性の認識・実現、国際
貿易・地域共同体との政策協調によるこれら
変化の促進、過去の失敗から教訓を学ぶ態
度・システムの整備などである。 
 米国のBSE政策の変遷・社会過程を振り返
ると、政府関係機関の関与に加えて、民間団
体（畜産農業関連団体、消費者運動団体）の
早期からの活発化が特徴的である。科学的知
見・技術的要請に基づく政策が望ましいとさ
れる一方で、市民・消費者の食の不安に対応
してパニックを防止することも必要だとい
われるのは、各国共通である。米国（国内政
策）の場合は、結果的に、畜産農業関係者の
意図に沿って、消費者先導型の（消費者不安
に迎合した）政策ではなく、消費者誘導型の
（消費者不安を管理する）選択が採られた。
そこでのキーワードは「科学」であり、政府
対応・政策は社会に対してどのようなメッセ
ージとなりうるのか、ということを明確に意
識した、政策議論・政治過程が存在した。 
 特に、「BSE検査」のあり方については、検
査結果が「科学的」にどのような意味を持ち
うるか、またひいては、「科学」をどのよう

に政策・社会の中に位置付けるかという観点
から議論され、改めて科学・科学的知見（検
査の限界、BSEの発現・感染性にかんするも
のを含む）」の政策への応用の意味・効用が
検討されることとなった。日本の事例とは異
なり、米国においては、検査キットの利用制
限を行うことで、検査（さらには科学）の（政
策的・社会的）意味を公的に統制し決定付け
ている。 
 しかし、この米国内でのBSEリスク管理・
検査のあり方も、国際的な通商の場面となる
と、その権限は直接及ばない。畜産農業団体
の利益に沿った立場をとり得る他国（例、日
本）の利益団体との連携を模索する場面もあ
ったが、基本的には、通商外交・交渉を通じ
て国家間の利害調整を図るのがせいぜいで
あった。そのため、日米、また米韓の間にで
BSEリスク管理政策、市民のリスク許容度に
は差が存在することになり、牛（肉製品）の
通商上の問題となる。国際的な農畜産物のリ
スク管理に関してはOIEが、また通商規則に
ついてはWTOが、また健康リスクの管理につ
いてはWHOを始めとした国際機関が存在する
が、リスク管理の国際協調（ハーモナイゼー
ション）は容易でない。産業構造、市民のリ
スク認識、通商に関わる利害には差があり、
利害の不一致が背景にあると考えられる。 
 
(4) 結語 
 両事例は、環境・食品リスクが徐々に明ら
かになる過程で、政府の安全対策が不十分で
あるとして批判の対象となったものであり、
いくつかの教訓を与える。科学的不明確さが
存在する中で、また、不明確さが変化する中
で、政府、企業、民間機関、健康被害者、消
費者の各々がリスクの管理においてどのよ
うな役割を果たすべきか、についての処方箋
はなく、また（マスメディアを含めて）議論
を深めるための制度も十分に整備・機能して
いるとは言い難い。今後の重要な政策（また
研究）課題である。 
 現在、調査対象国におけるアスベスト・BSE
対策の政策史・社会史の整理を進めている。
調査対象国中、英国、米国、仏国、日本にお
いては、両問題に関わるリスク管理、リスク
コミュニケーション（の失敗）が政府・企業
責任として社会的問題となった経緯があり、
BSEについて英国では「The BSE Inquiry」が、
アスベスト対策については日本において政
府「アスベスト対策関係閣僚会議」が中心と
なって過去の政策の評価反省を試みている。 
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